様式第１号

年　月　日

利益相反管理委員会委員長　様


利益相反に関する自己申告書（定例報告・事前報告）
所属：　　　　研究科（学部）　　　　　専攻（分野・学科）

職名：

氏名：

連絡先電話番号：大学内線　　　　　　　　　　　自宅

E-mail：
　私は、産学官連携活動を行うにあたって、大阪府立大学及び大阪府立大学工業高等専門学校教職員等の利益相反管理に関する規程第３条に該当しますので、申告いたします。

　　　・該当する項目が複数ある場合は、すべてについて記入すること。
　　　・該当する項目が無い場合、行を削除して結構です。
	条項
	運用基準
	具体的内容
	受領金額等
	特記事項

	第３条第１号
	兼業要綱第２条第１項の規定による役員等兼業
	兼業許可　　有 ･ 無

（以下、内容について具体的に記入すること。）


	
	

	第３条第１号
	兼業要綱第５条第４号の規定による営利企業における研究開発に関する業務(研究兼業)
	兼業許可　　有 ･ 無

（以下、内容について具体的に記入すること。）


	
	

	第３条第１号
	兼業要綱第５条第８号の規定による営利企業の経営及び法務に関する助言を行う
	兼業許可　　有 ･ 無

（以下、内容について具体的に記入すること。）


	
	

	第３条第２号
	共同研究等の産学官連携活動を行っている企業に株式の出資を行う
	
	
	

	第３条第３号
	特許の実施権の許諾等を行う
	
	
	

	第３条第４号
	共同研究の相手方である企業等から外部研究資金の受入れ以外に何らかの便益の供与を受ける
	
	
	

	第３条第５号
	寄附金の受入れ等により相手方である企業等に対して、何らかの便宜を図っている
	
	
	

	第３条第６号
	兼業先の企業や共同研究の相手方である企業等から物品を購入する
	
	
	

	第３条第７号
	何らかの便益の供与を受ける
	
	
	


(注)　１．自己申告書は、利益相反カウンセラーを経由すること。

　　　２．自己申告書において、本人、配偶者及び生計を一にする扶養親族に関し記載すること。
様式第１号（記入例）
年　　月　　日

利益相反管理委員会委員長　様

利益相反に関する自己申告書（定例報告・事前報告）
所属：　　　　研究科（学部）　　　　　専攻（分野・学科）

職名：

氏名：

連絡先電話番号：大学内線　　　　　　　　　　　自宅

E-mail：

　私は、産学官連携活動を行うにあたって、大阪府立大学及び大阪府立大学工業高等専門学校教職員等の利益相反管理に関する規程第３条に該当しますので、申告いたします。

　　　・該当する項目が複数ある場合は、すべてについて記入すること。

　　　・該当する項目が無い場合、行を削除して結構です。
	条項
	運用基準
	具体的内容
	受領金額等
	特記事項

	第３条第１号
	兼業要綱第２条第１項の規定による役員等兼業
	兼業許可　　○有 ･ 無

（以下、内容について具体的に記入すること。）

△△株式会社　代表取締役

　代表取締役として、週○時間△△株式会社の業務に従事し、会社の発展に尽くした。なお、配偶者・生計を一にする扶養親族について、兼業先との間で特別な利害関係は・・・・。

（活動状況について、先生の研究内容との関連性などを詳細に記入してください。）
	5,000,000円

（年額）
	大学発ベンチャー企業

	第３条第１号
	兼業要綱第５条第４号の規定による営利企業における研究開発に関する業務(研究兼業)
	兼業許可　　○有 ･ 無

（以下、内容について具体的に記入すること。）

1 ○○株式会社　技術顧問

　技術顧問として、週○時間○○株式会社の技術相談業務に従事し、会社の発展に尽くした。なお、配偶者・生計を一にする扶養親族について、兼業先との間で特別な利害関係は・・・・・・・。

（活動状況について、先生の研究内容との関連性などを詳細に記入してください。）
2 □□株式会社　技術顧問

　技術顧問として、週○時間□□株式会社の技術相談業務に従事し、会社の発展に尽くした。なお、配偶者・生計を一にする扶養親族について、兼業先との間で特別な利害関係は・・・・・・・。

（活動状況について、先生の研究内容との関連性などを詳細に記入してください。）
	1,200,000円

（年額）
1,200,000円

（年額）

	

	第３条第１号
	兼業規程第５条第８号の規定による営利企業の経営及び法務に関する助言を行う
	兼業許可　　○有 ･ 無

（以下、内容について具体的に記入すること。）

○○株式会社　経営顧問

　経営顧問として、週○時間○○株式会社の技術相談業務に従事し、会社の発展に尽くした。なお、配偶者・生計を一にする扶養親族について、兼業先との間で特別な利害関係は・・・・・・・。

（活動状況について、先生の研究内容との関連性などを詳細に記入してください。）
	1,200,000円

（年額）

	

	第３条第２号
	共同研究等の産学官連携活動を行っている企業に株式の出資を行う
	1 △△株式会社の未公開株を妻名義で取得
2 ○○株式会社の公開株を本人名義で取得
なお、配偶者・生計を一にする扶養親族について、兼業先との間で特別な利害関係は・・・。
	①500,000円
(購入金額)

②1,000,000円

(購入金額)
	①大学発ベンチャー企業
②技術相談を行った会社

	第３条第３号
	特許の実施権の許諾等を行う
	××株式会社を自らの発明の実施許諾会社として推薦した。
なお、配偶者・生計を一にする扶養親族について、兼業先との間で特別な利害関係は・・・。
	
	推薦理由書を添付

	第３条第４号
	共同研究の相手方である企業等から外部研究資金の受入れ以外に何らかの便益の供与を受ける
	○○株式会社から個人的に借り入れを行った。
　（利息等の借り入れ条件を記載のこと。）
　利息

　借入期間

　その他
なお、配偶者・生計を一にする扶養親族について、兼業先との間で特別な利害関係は・・・。
	5,000,000円
（借入額）
	

	第３条第５号
	寄附金の受入れ等により相手方である企業等に対して、何らかの便宜を図っている
	△△株式会社に研究成果の報告を行った。
なお、配偶者・生計を一にする扶養親族について、兼業先との間で特別な利害関係は・・・。
	
	報告書を添付

	第３条第６号
	兼業先の企業や共同研究の相手方である企業等から物品を購入する
	□□株式会社は共同研究の相手方であるが、研究の遂行上に必要な□□株式会社の販売する備品を購入した。なお、配偶者・生計を一にする扶養親族について、兼業先との間で特別な利害関係は・・・。
	1,000,000円
(購入金額)
	選定理由書を添付

	第３条第７号
	何らかの便益の供与を受ける
	
	
	


(注)　１．自己申告書は、利益相反カウンセラーを経由すること。

　　　２．自己申告書には、本人だけでなく配偶者及び生計を一にする扶養親族に関することも記載すること。

